
長期優良住宅制度のあり方に関する検討会

共同住宅（分譲マンション）の実態

平成３０年１２月２０日

資料２－３



一般社団法人 不動産協会

〇設立 昭和３８年
〇会員数 １５７社 （H30.11.16現在）

〇目的 住宅・業務施設等の供給及び
都市整備等不動産に係る事業
並びに不動産業の健全な発展
を図り、もって国民経済と国民
生活の向上に寄与する。

〇分マン供給 首都圏27,679戸
（平成29年） （シェア７５％超）

（東京カンテイ、不動産経済研究所資料から不動協事務局作成）
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首都圏分譲マンション市場の概況①
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（不動産経済研究所資料から不動協事務局作成）

供給は増減しているが、足許は
法施行時とほぼ同水準。
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首都圏分譲マンション市場の概況②

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

首都圏の分譲マンションの平均価格の推移

都区部 都下

神奈川 埼玉

千葉

(万円)

2009.6
法施行

（不動産経済研究所資料から不動協事務局作成）

アベノミクスで
価格は上昇傾向
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共同住宅の性能表示と長期優良の状況（全国）
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（国交省「住宅着工統計」、住宅性能評価・表示協会の資料から不動協事務局作成）

※不動産協会理事長（当時）の岩沙弘道氏は
法の趣旨に賛同しつつも「会員企業は性能表
示制度を活用して、既に良質なマンションを供
給している」と強調。「共同住宅の基準はハー
ドルが高い。品質と価格のバランスを考えねば
ならない」と指摘する。（日経アーキテクチュア
2009.8.10号）

共同住宅の長期優良住宅の
認定実績は低迷が続いている
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近年、分譲マンションの品質は向上している

※免震、制振物件の増加

※野村不動産の「アトラクティブ３０」
～大規模修繕周期を12年から16-18年へ～

①外壁タイルに「有機系接着剤張り工法」を採用
②外壁塗装材・シール材の高耐久化
③屋上防水の長寿命化および15年保証
④専有部内の給排水管の高耐久化・長寿命化

※修繕周期を延ばす試みも

（東京カンテイ資料から不動協事務局作成）

（例）専有部内の給排水管の高耐久化・長寿命化

（野村不動産プレスリリースから抜粋）
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良質な共同住宅で長期優良認定が低迷する理由①
※長期優良住宅の制度のお客様への認知度が低い。

(そのため、広告に記載する優先順位が低く、カットされる場合もある)

（長期優良住宅認定取得物件の事例、 SUUMO2018.5.22号から不動協事務局作成。なお同物件のＨＰには長期優良の記載があります。） 6



※「長期優良」がお客様に訴求しない

中古住宅流通の大手２社にヒアリングしたところ、
社内のシステムでは「長期優良住宅」をそれ以外と
区別していない。

②長期優良住宅のインセンティブの要件が、
足許に供給される共同住宅に合っていない。

（事例：長期優良の技術基準を充たすが、認定を
取得しなかった都心タワーマンション）

①物件価格が上昇している中、購入者層に
これ以上の工事費アップを転嫁できない。
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；住戸面積５５㎡未満で

長期優良住宅認定が
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（分譲事業者の提供情報から不動協事務局作成）

③中古住宅流通において、長期優良住宅が
必ずしも評価されていない。

良質な共同住宅で長期優良認定が低迷する理由②

（不動産経済研究所資料、建築着工統計資料から不動協事務局作成）
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※認定要件である耐震等級２の
取得は工事費､住戸形状に悪影響

※再開発、地権者との
共同事業では難しい

・建築費上昇→地権者への還元率低下と
なり、地権者が望まない。

・板状の耐震等級２で、住戸が苛められてい
る事例（耐震等級１との比較）

・マンション用地取得が難しくなっている中、
こういった案件が増えてきている。

（耐震等級２の板状マンションの平面図） （耐震等級１の板状マンションの平面図）

（分譲事業者の提供資料から不動協事務局作成）

・柱、大梁が大きくなることが、専有部分の制約
要因となる（有効面積減、張り出し大など）。

良質な共同住宅で長期優良認定が低迷する理由③

・長期優良認定を取得するための工事費アップは、
１戸あたり約２００万円との試算も（制度導入時）。
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耐震等級２ 耐震等級１

柱 1350×1350 1200×1000

大梁 1100× 850  800× 880



（耐震等級２の板状マンションの断面図）
（耐震等級１の板状マンションの断面図）
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良質な共同住宅で長期優良認定が低迷する理由③
耐震等級２ 耐震等級１

柱 1350×1350 1200×1000

大梁 1100× 850  800× 880

・耐震等級１と２で、大梁の大きさはこれほど違う。



※長期優良住宅認定取得手続は事業スケジュールの長期化要因
（スケジュールのイメージ。デベは長期優良の上乗せ部分は同時並行で行い極力延期

しないように努力するが、２～３週間程度のスケジュール長期化要因となる可能性。）

（分譲事業者の提供資料等から不動協事務局作成）
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良質な共同住宅で長期優良認定が低迷する理由④
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※長期優良の維持保全計画と、分譲マンションの分譲時に策定
する「長期修繕計画」は、共通する部分も多く、二度手間に
なっている。後者の方が費用積算されている分、細かい。

※長期優良の「維持保全計画」と分マンの「長期修繕計画」

維持保全計画 長期修繕計画

根拠 長期優良住宅制度 マンション管理適正化指針

内容
住宅を長期にわたり良好な状態で使用す
るために誘導すべき基準に適合させる

資産価値の維持・向上を図るための、適
時適切な維持修繕を行う

作成時点 認定前（着工前） 販売開始前

期間 ３０年 ３０年（５年程度ごとに見直し、その時点から３０年間

の計画を作成するとガイドラインで規定されている）

主体 区分所有者
デベが作成→管理組合が運営・見直し
（管理会社に委託）

費用 規定なし
作成時に現時点価格で見積り
→必要額を修繕積立金として徴収

備考
長期優良住宅の認定を取得していない住
戸が混在している場合がある。

良質な共同住宅で長期優良認定が低迷する理由⑤
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(参考) 長期優良住宅制度の「維持保全計画」

（分譲事業者の提供資料から不動協事務局作成） 12



(参考) 分譲マンションの「長期修繕計画」
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※サンプル（イメージ）

（分譲事業者の提供資料から不動協事務局作成）

項目の積上げで修繕費支出を計算、
そこから逆算して修繕積立金を設定
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長期優良住宅制度の見直し試案①（ハード面）

※住戸単位での認定 ⇒ 棟単位（物件単位）での認定
・世帯構成の変化を受けて面積要件（５５㎡）の見直しも。

※長期優良の認定基準で、住宅性能表示制度から一部除外
の要件がある維持管理対策等級・高齢者等対策等級に
ついて、住宅性能表示制度それ自体の見直しを検討

※構造計算手法と、耐震性の基準見直し
・現行制度は「限界耐力計算」主体だが、現実に建てられる案件の殆どは
「保有水平耐力計算（耐震等級１）」。後者を前者と比較すると断面形状が
大きく、配筋量が多いので、負担できる地震力に差があると考えられる。

※１０年間の技術の進化、分譲事業者の仕様向上
を踏まえた要件の見直し
・「制振」を時刻歴応答解析により、免震同様に認定要件に含める。
・躯体劣化の定義の見直し；劣化対策等級３の上乗せ要件の撤廃の

検討をお願いしたい。（現行；かぶり厚＋１ｃｍ 又は 水セメント比△５％）
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※維持管理計画と長期修繕計画の共通化を検討
・項目見直し、点検周期の長期化も検討

※事務手続の見直し
・建築確認申請、住宅性能表示制度との重畳的手続の共通化
・維持管理計画の提出時期の後倒し

（長期修繕計画作成は着工前でなく販売時）

※優良ストックを維持管理するインセンティブの
創設の検討
・大規模修繕のタイミングで、一定のインセンティブを与える

イメージ（例えば、累計修繕積立金の一定割合等）

長期優良住宅制度の見直し試案②（ソフト面等）
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※購入時にお客様に響くインセンティブの創設
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長期優良住宅制度の見直し試案③

16



ご清聴ありがとうございました。

平成３０年１２月２０日

不動産協会 企業行動理念（抜粋）

１．魅力的なまちづくり
良好な住宅ストックや高度なビジネス基盤の形成、アメニティ

溢れる賑わいの創出等、安全・安心、快適で魅力的なまちづくり
や都市再生を推進するとともに、優良な資産として次代に引き
継ぐことのできるよう、その価値をハード・ソフト両面において維
持・増進することを目指した取組みを行う。
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